
５ 都市計画法（開発許可）関係について
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みなし許可

(参考）盛土規制法において許可対象となる盛土法の規模

都市計画法の開発許可を受けた工事で、当該工事内容が盛土規制法の許可が必要な規模
の場合については、盛土規制法の許可を受けたものとみなします。
また、都市計画法の工事着手の届出、変更の許可、軽微な変更の届出及び完了検査につ

いても同様の扱いとなります。
※都市計画法の建築許可は盛土規制法のみなし許可の対象外
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みなし許可の扱い一覧表

都市計画法（開発許可）で盛土規制法のみなし許可となる場合の扱い

手続き等 都市計画法（開発許可） 盛土規制法

申請前 周辺住民への周知 規定なし 手続き不要

許可
申請

許可申請 申請必要 手続き不要【みなし許可】

工事主の資力及び信用 都市計画法の基準適合を審査 盛土規制法の基準は適用しない

工事施行者の能力 都市計画法の基準適合を審査 盛土規制法の基準は適用しない

施行等の同意 都市計画法の基準適合を審査 盛土規制法の基準は適用しない

設計者の資格 都市計画法及び盛土規制法の基準適合を審査 開発許可で盛土規制法の基準を審査

工事の技術的基準 都市計画法及び盛土規制法の基準適合を審査 開発許可で盛土規制法の基準を審査

許可後

許可の公表
※許可権者が実施

開発登録簿（閲覧・写しの交付） 公表不要

標識の掲示 都市計画法の標識掲示 盛土規制法の標識掲示

工事着手の届出 届出必要（盛土規制法の標識の掲示写真を添付） 手続き不要【みなし届出】

施工中

変更の許可・軽微な変更 申請・届出必要 手続き不要【みなし許可・届出】

中間検査 規定なし 申請（受検）必要（対象規模で特定工程がある場合）

定期の報告 規定なし 報告必要（対象規模の場合）

完了 完了検査 届出（受検）必要 手続き不要【みなし検査】
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みなし許可での各手続きのポイント

〈開発許可申請〉
・ 盛土規制法に基づく周辺住民への周知手続きは不要です。
・ 自己居住用や1ha未満の自己業務用であっても申請者の資力・信用や工事施行者の能

力の申告が必要です。
また、盛土規制法で求める設計者の資格や技術的基準も満たす必要があります。

〈標識の掲示・工事着手の届出〉
・ 都市計画法の開発許可及び盛土規制法の許可（許可規模未満の届出）の両方の標識の

掲示が必要です。
盛土規制法の標識に記載する許可番号は、都市計画法の開発許可番号を記載してくだ

さい。
・ 都市計画法の工事着手の届出には、掲示した標識を撮影した写真の添付が必要です。

〈中間検査〉
・ 対象規模以上で特定工程がある場合、盛土規制法に基づく中間検査の受検が必要です。

〈定期の報告〉
・ 対象規模以上の場合、盛土規制法に基づく定期の報告が必要です。



5-2 開発許可申請への添付図書

令和７年４月１日以降の開発許可申請（令和７年４月１日時点で許可申請中の案件を含
む）には、新たに次の図書の添付が必要となります。

（１）開発許可申請に新たに必要となる添付図書
・暴力団等に該当しない旨の誓約書

※都市計画法第33条第１項第12号に該当する開発行為（盛土規制法の許可を要する規模、1ha以上の自己の業務又はその他の開発行為）の場合

・盛土規制法の手続の要否の判定フロー

（２）みなし許可の場合に必要となる添付図書
・資金計画書（開発許可申請用）

※盛土規制法の「定期の報告」を要する規模の場合、収入欄の金額の裏付けとなる書類（預金残高証明書、融資証明書等）を添付

・申請者の資力及び信用に関する申告書（開発許可申請用）
・工事施行者の能力に関する申告書（開発許可申請用）
・盛土・切土等に関する工事の概要書
・設計者の資格に関する申告書（盛土規制法用）

※「高さが５ｍを超える擁壁の設置」又は「盛土又は切土をする土地の面積が1,500㎡を超える土地における排水施設の設置」がある場合

・工事工程表
※盛土規制法の「定期の報告」を要する規模の場合

・丈量図（盛土又は切土をする土地の部分、面積を明示したもの）
・その他 盛土規制法の技術的基準を確認するための図書

※図書の例：土質試験その他の調査、試験に基づく地盤の安定計算書
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盛土規制法に関連する審査内容
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（１）開発許可申請に新たに必要となる添付図書

暴力団等に該当しない旨の誓約書 盛土規制法の手続の要否の判定フロー
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5-2 開発許可申請への添付図書

（２）みなし許可の場合に必要となる添付図書（盛土規制法に関連する審査内容）※工程表等は省略

盛土・切土等に関する工事の概要書 設計者の資格に関する申告書（盛土規制法用）
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盛土規制法の法令での基準・手続き・運用に合わせて都計法開発許可の運用を変更

（１）土地の区画形質の変更における「形の変更とみなさない目安」

盛土規制法で許可不要となる工事として、「盛土又は切土をする前後の地盤面の標高の差
が30cmを超えない盛土又は切土をするもの」が定められたことから、都市計画法（開発許
可）で許可不要となる土地の区画形質の変更における「形の変更とみなさない目安」を、
「敷地地盤高を変更する場合で、その変更高が 30cm以下 のもの」に見直します。
（R7.4.1以降に着手する工事が対象）

形の変更と
みなさない

目安

現状 見直し後

敷地地盤高を変更する場合で、
その変更高が50cm以下のもの

敷地地盤高を変更する場合で、
その変更高が30cm以下のもの

擁壁によりのり起しをする場合で、擁壁高
（既設擁壁に新たな擁壁を嵩上げする場合
は、その両方の合計高）が１ｍ以下のもの

（変更なし）



現状 見直し後

変更
許可

開発区域の位置、区域及び規模の変更 開発区域の位置、区域及び規模の変更
予定建築物等の用途の変更 予定建築物等の用途の変更
開発行為に関する設計の変更 開発行為に関する設計の変更
工事施行者の変更（１ha以上の自己の業務又はその他の開
発行為の場合）

工事施行者の変更（盛土規制法の許可を要する規模、１ha
以上の自己の業務又はその他の開発行為の場合）

自己用・非自己用、居住用・業務用の別の変更 自己用・非自己用、居住用・業務用の別の変更
市街化調整区域内の開発行為で法第34条各号の別の変更 市街化調整区域内の開発行為で法第34条各号の別の変更
資金計画の変更（１ha以上の自己の業務又はその他の開発
行為の場合）

資金計画の変更（盛土規制法の許可を要する規模、１ha以
上の自己の業務又はその他の開発行為の場合）

軽微な
変更

予定建築物等の敷地の形状の変更（一定規模未満のもの） 予定建築物等の敷地の形状の変更（一定規模未満のもの）

工事施行者の変更（自己の居住又は１ha未満の自己の業務
の開発行為の場合）

工事施行者の変更（自己の居住又は１ha未満の自己の業務
の開発行為の場合（盛土規制法の許可を要する規模のもの
を除く））

工事の着手予定年月日又は工事の完了予定年月日の変更 工事の着手予定年月日又は工事の完了予定年月日の変更
機能の変わらない排水施設の形状・構造等の変更

削除（その他の変更へ移行）見え高が１ｍ以下の擁壁の形状・構造等の変更
その他変更の内容が軽微と認められるもの

その他
の変更

（新設）
見え高が１ｍ以下の擁壁の形状・構造等の変更
機能の変わらない排水施設の変更
その他 設計の変更に当たらない申請書類の修正

5-3 開発許可の運用の変更点

103

（２）その他の変更

都市計画法に規定されている「変更許可」・「軽微な変更」に該当しない申請書類の修正
については、「その他の変更」として扱います。

それに伴い、都市計画法（開発許可）の変更に関する手続きを下表のとおり見直します。
※軽微な変更：開発行為軽微変更届
※その他の変更：申請書類修正申告書
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（３）開発行為の着手の届出への「許可済標識」の設置状況の写真の添付

令和７年４月１日以降の開発行為の着手届出書には、新たに開発行為許可済標識の設置状
況を明らかにする写真の添付が必要となります。

また、みなし許可の場合、盛土規制法の許可・届出済標識の設置状況を明らかにした写真
を合わせて添付すれば、盛土規制法の手続きでの工事の着手の届出は不要となります。

開発行為の
着手届出書への

添付書類

現状 見直し後

工程表
（開発区域の面積が1ha以上の場合）

工事工程表
（開発区域の面積が1ha以上の場合）
※開発許可申請に添付していない場合

（新設）
開発行為許可済標識の設置状況写真
＋盛土規制法の標識の設置状況写真

（みなし許可の場合）

※ みなし許可で盛土規制法の「定期の報告」を要する規模の場合、開発許可申請に
工事工程表の添付が必要。
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（4）技術基準の改定

改訂後
ページ

改定内容 改定理由

2-30

2-31

2-33

2-42

・流出係数の改定。

・降雨強度式の改定。

・管渠の断面は２割増し流量が満管で流下する設
計とするよう改定。

・洪水吐きの設計に用いる平均降雨強度表の削除。

・盛土規制法の技術基準と整合のため。

・最新の下水道基準と整合のため。

・盛土規制法の技術基準と整合のため。

・盛土規制法の技術基準と整合のため。

Ⅴ 排水施設に関する基準

Ⅷ 宅地の防災に関する基準

改訂後
ページ

改定内容 改定理由

2-73

2-84

・地上高さ５ｍ超の擁壁について、地震の影響を
考慮するよう改定。

・地盤の長期許容支持力の表を更新。

・盛土規制法の技術基準と整合のため。

・盛土規制法の技術基準と整合のため。

※のり面保護の基準（Ｈ＝１ｍ以上の場合に求める）は、盛土法の基準（全面保護）と比較した場合、
著しく過剰となるため、盛土規制法との整合は図らないこととする。


